
1　事業の概要

①　成果目標（H26)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

予

算

額

前年度繰越

13,307 15,184 14,894 15,137

34,890 34,890 33,025 32,805

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか

　少子高齢社会において、介護福祉士、保育士の養成は社会的ニーズが高いため、引き続き事業を実施する。

　今後は、国等の動向や、保育所、社会福祉施設等の職員採用意向等を踏まえた地域福祉の向上に貢献していく。

目標に対

する成果

の状況

　進学者を除き、卒業生の福祉関係（保育所、社会福祉施設等）への就職率が96%と目標の90%を上回り、資格を生かして地域福祉の向上

のために貢献している。

 概算事業費（B（A）+C） 163,612 163,029 162,675 166,031

118,089 118,089

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　　分（単位：千円） 24年度 25年度

Aの

財源

50,074 47,919

概　算

人件費

14.30 14.30 14.30 14.30

118,089

45,523 44,940 44,586

118,089

50,074 47,919 47,942

合計（A) 48,197 47,942

92%

26年度26年度26年度26年度 27年度

当初予算 48,197

補正予算

保育実習室運営事業 直接

成果目標・

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H26事業実績

H26 H27

（当初） （決算） （当初）

福祉大学校運営事業 直接

保育学科（学年定員50名）及び介護福祉学科（定員20

名）を運営し、福祉人材を養成

38,646 37,151 38,200

福祉大学校学生が幼児と関わる場を提供するととも

に、幼児（定員50名）を保育し、その健全な成長を図る

9,273

県が関与

する理由

県関与の必要性あり

【左記の説明、根拠法令等】

　3歳未満児や障害児への対応等による保育士需要の増加や高齢化に伴う介護職員としての介

護福祉士需要の増加に対応するため県として人材養成が必要であるため。

課・室 地域福祉課

総合５か年

計画

プロジェクト  E-mail chiiki-fukushi@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

６－２　いきいきと安心して暮らせる社会づくり

目指す姿

現状

（予算編成

時）

県民との協働による実施： 困難

47,942

　質の高い保育士及び介護福祉士を養成し、卒業生がその資格を活かして地域福祉の向上のために貢献する。

　時代の要請に対応した福祉人材養成施設として長野県保育専門学院を改組し、地域福祉をリードすることができる保育士及び介護福

祉士の養成を行っている。

　保育学科　２年制（学年定員５０名）、介護福祉学科　１年制（定員２０名）

成果目標の達成状況

項目

卒業生の福祉施設関

係就職率(除く進学者)

事業番号 04 05 17 事業改善シート （26年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 福祉大学校運営費福祉大学校運営費福祉大学校運営費福祉大学校運営費
担

当

課

部局 健康福祉部

３　福祉を支えるサービス体制の充実 実施期間 H7 ～

90％以上 96% 達成

進学者を除いた卒業生の社会福祉施設関係への就職率：９０％以上

Ｈ26
H27

目標

H25末

（実績）
目標 成果 達成状況

90％以上

7,435 9,742

合計 47,919 44,586


